	
	項　目
	チェック

	団体について
	おおむね５人以上の者により１年程度市内での活動実績を有する団体である（基準日：令和８年9月30日）
	□

	
	営利を目的として組織された団体でない
	□

	
	宗教の教義の布教等を主たる目的とする団体でない
	□

	
	政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする団体でない
	□

	
	特定の公職（公職選挙法第３条（公職の定義）に規定する公職をいう。）の候補者若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする団体ではない
	□

	
	公的機関等の組織に事務局を置いている団体、公的機関等が設立した団体又は公的機関等から活動財源の２分の１以上の補助、寄附等を受けている団体でない
	□

	
	文化芸術基本法に規定する芸術、メディア芸術、伝統芸能、芸能、生活文化及び国民娯楽の振興に寄与する事業である
	□

	
	芸術：文学、音楽、美術、写真、演劇、舞踊、他
	芸能：講談、落語、浪曲、漫談、漫才、歌唱、他
	

	
	伝統芸能：雅楽、能楽、文楽、歌舞伎、組踊、他
	生活文化：茶道、華道、書道、食文化、他
	

	事業について
	メディア芸術：映画、漫画、アニメーション、コン
ピュータその他の電子機器等を利用した芸術、他
	国民娯楽：囲碁、将棋、他
	

	
	市民を対象に行う芸術文化振興事業である
	□

	
	専ら営利を目的とする事業でない
	□

	
	宗教の教義の布教等を目的とする事業ではない
	□

	
	政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする事業ではない
	□

	
	特定の公職の候補者若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする事業ではない
	□

	
	他から補助又は委託を受けて実施される事業ではない
	□

	
	既に補助金の交付を受けている事業ではない
★当該事業が年度内に完了せず複数年度にわたるとき、または当該事業を複数年度にわたり継続して実施するときは、連続する３年度の間に限り対象事業となります。
	□


芸術文化振興事業補助金　申請チェックシート
上記内容に相違ありません。
	
	団 体 名　                                   

	令和８年9月　　　日
	申請者名（自署）                              


	事務処理欄
	芸術文化振興事業補助金交付申請書（様式第１号）
	□

	
	芸術文化振興事業企画書（様式第２号）
	□

	
	対象団体の直近の収支予算書
	□

	
	定款、規約、会則その他対象団体の運営について定めた書類
	□

	
	対象団体の役員の構成及び名簿
	□

	
	活動報告書その他団体の活動実績がわかる書類
	□

	
	その他市長が必要と認める書類
	□



